
須賀川市社会福祉法人認可等事務取扱要綱 

  

須賀川市社会福祉法人認可等事務取扱要綱（平成25年4月1日施行）の全部を

改正する。 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、社会福祉法（昭和26年法律第45号。以下「法」という。）

第30条第1項に規定する市長の所管に属する社会福祉法人（以下「法人」とい

う。）の認可等に関する事務について、 法その他関係法令等に規定するもの

のほか事務の迅速化及び適正化を図るため一般的な事項について定めるもの

とする。 

（社会福祉法人認可等審査会の設置） 

第２条 社会福祉法人の設立認可、合併認可及び解散認可並びに解散認定につ

いて審査するため、社会福祉法人認可等審査会（以下「審査会」という。）

を設置する。 

２ 審査会の組織、運営等については、別に定める。 

（法人等の事務） 

第３条 法人の設立代表者（以下「設立代表者」という。）及び法人は、法そ

の他関係法令等の規定により認可申請、届出等（以下「申請等」という。）

を行おうとするときは、次に掲げる申請書等に必要な書類を添付し、市長に

必要部数を提出するものとする。 

(1) 社会福祉法人設立認可申請書（第1号様式） 正本1部、副本1部 

(2) 法人設立登記及び財産移転完了届（第2号様式） 正本1部 

(3) 社会福祉法人定款変更認可申請書（第3号様式） 正本1部、副本1部 

(4) 社会福祉法人定款変更届（第4号様式） 正本1部 

(5) 社会福祉法人理事長変更届（第5号様式） 正本1部 

(6) 基本財産処分承認申請書（第6号様式） 正本1部、副本1部 

(7) 基本財産担保提供承認申請書（第7号様式） 正本1部、副本1部 

(8) 社会福祉法人合併認可申請書（吸収合併）（第8号様式の1） 正本1部、

副本1部 

(9) 社会福祉法人合併認可申請書（新設合併）（第8号様式の2） 正本1部、



副本1部 

(10) 解散（認可・認定）申請書（第9号様式） 正本1部、副本1部 

(11) 解散届（第10号様式） 正本1部 

(12) 清算結了届（第11号様式） 正本1部 

２ 設立代表者は、前項第1号を申請しようとするときは、社会福祉法人設立認

可事前協議書（第12号様式）により、事前に市長と協議しなければならない。 

（社会福祉課長の事務） 

第４条 社会福祉課長は、前条第1項の申請書等の提出があったときは、次の審

査書を作成し、当該申請書等の内容及び手続が法その他関係法令の規定に違

反していないかどうかを審査するもとのとする。 

(1) 社会福祉法人設立認可審査書（第13号様式） 

(2) 社会福祉法人定款変更認可審査書（第14号様式） 

(3) 基本財産処分承認審査書（第15号様式） 

(4) 基本財産担保提供承認審査書（第16号様式） 

(5) 社会福祉法人合併認可審査書（第17号様式） 

(6) 解散（認可・認定）審査書（第18号様式） 

２ 社会福祉課長は、法人の設立認可、合併認可及び解散認可並びに解散認定

については、審査会の意見を聴くものとする。 

３ 社会福祉課長は、前条第2項の事前協議書の提出があったときは、審査会で

認可相当かどうかを審査し、その結果を設立代表者に通知しなければならな

い。 

４ 社会福祉課長は、認可、認定及び承認（以下「認可等」という。）を行う

場合並びに届出書を受領した場合には、申請書等を提出した法人が、経営し

ようとし、又は経営する法第2条に規定された社会福祉事業を所管する課長に

合議するものとする。 

５ 社会福祉課長は、認可等を決定したときは、次に掲げる認可書等を交付す

るものとする。 

(1) 社会福祉法人設立認可書（第19号様式） 

(2) 社会福祉法人定款変更認可書（第20号様式） 

(3) 社会福祉法人基本財産処分承認書（第21号様式） 



(4) 社会福祉法人基本財産担保提供承認書（第22号様式） 

(5) 社会福祉法人合併認可書（吸収合併）（第23号様式の1） 

(6) 社会福祉法人合併認可書（新設合併）（第23号様式の2） 

(7) 解散認可書（第24号様式） 

(8) 解散認定書（第25号様式） 

６ 社会福祉課長は、申請等の事務処理の状況を明らかにするため、社会福祉

法人（認可・承認）申請処理簿（第26号様式）及び社会福祉法人届出処理簿

（第27号様式）を整理するものとする。 

７ 社会福祉課長は、法人の状況等を常に把握するため、社会福祉法人台帳（第

28号様式）を整備し、保管するものとする。 

（補則） 

第５条 この要綱に定める事項のほか、必要な事項は、別に定めるものとする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和2年10月19日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にこの要綱による改正前の須賀川市社会福祉法人認

可等事務取扱要綱第2条の規定により交付されている認可書等は、改正後の須

賀川市社会福祉法人認可等事務取扱要綱第4条第5項の規定により交付された

認可書等とみなす。 



第 1号様式（第 3条関係） 

（表 面） 

社会福祉法人設立認可申請書 

設立者又は

設立代表者 

住所  

氏名                 印 

申請年月日 （元号）    年    月    日 

社

会 

福

祉 

法

人

設

立

の

趣

意 

 

主たる事務所の所在地  

ふりがな 

法人の名称 
 

事 

業 

の 

種 

類 

社会福

祉事業 

第１種  

第２種  

公益事業  

収益事業  



（裏 面） 

資 

産 

純資産 

 

⑤－⑥ 

内    訳 

社会福祉事業用財産 
③公益事業 

用財産 

④収益事業 

用財産 

⑤財産計 

①＋②＋③

＋④ 

⑥負債 

①基本財産 
②その他 

財産 

 

円 

 

    円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

役 

員 

等 

と 

な 

る 

べ 

き 

者 

理事 

監事 

評議員

の別※ 

氏名 

親族等の

特殊関係

者の有無 

役員の資格等（該当欄に○） 
他の社会福祉法

人の理事長への

就任状況 
事業経

営識見 

地域福

祉関係 
管理者 

事業 

識見 

財務管

理識見 
有

無 
法人名 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

※理事のうち、理事長予定者については、○をつけること。 

（注意） 

１ 用紙の大きさは、日本産業規格 A列 4 番とすること。 

２ 記載事項が多いため、この様式によることができないときは、適宜用紙（大きさは、日本産

業規格 A 列 4番とする。）の枚数を増加し、この様式に準じた申請書を作成すること。 

３ この申請書には、社会福祉法施行規則第 2条第 2項各号に掲げる書類を添付すること。 

４ 記名押印に代えて署名することができる。 



法人設立認可申請書添付書類 

第１ 作成上の留意事項 

 １ 正本 1部、副本 1部を作成すること。 

 ２ 原本（定款、予算書、決算書、議事録など法人書類）の写しを添付する場合は、設

立者及び設立代表者の原本証明（奥書証明）をすること。  

 

第２ 添付書類 

添付書類は、この順序で編綴することとし、必要でない書類は、あらかじめ削除し、

順次繰り上げるものとする。 

 １ 添付書類目録 

 ２ 定款 

 ３ 設立発起人会議録 

 ４ 設立当初の財産目録  

 ５ 設立当初の財産が法人に帰属することを証する書類 

(1) 財産目録中の不動産、現金の贈与契約書 

（寄附者が地方公共団体の場合は、確約書又は補助予定通知書） 

(2) 寄附者の身分証明書及び印鑑登録証明書 

（寄附者が法人の場合は、基本約款、法人登記事項証明書（履歴事項全部証明書）

及び社員総会等議事録） 

(3) 寄附者の所得証明書、納税証明書、資産証明書及び残高証明書 

(4) 贈与不動産に係る不動産登記事項証明書（全部事項証明書）、不動産の評価額証明

書及び所有権移転登記確約書 

(5) 贈与物件に付随する負債の引き受けを証する書類 

 ６ 法人に帰属しない不動産の使用権限を証する書類 

(1) 地方公共団体の貸与確約書 

(2) 地上権設定契約書及び地上権登記誓約書 

(3) 土地賃貸借契約書及び賃借権登記誓約書 

(4) 不動産登記事項証明書（全部事項証明書） 

(5) 農地転用許可書 

 ７ 設立当初の会計年度及び次会計年度の事業計画並びに収支予算書 

 ８ 設立者に関する書類 

(1) 履歴書 

(2) 身分証明書及び印鑑登録証明書 

(3) 法人設立代表権限委任状 

 ９ 役員等就任予定者に関する書類（ただし、(1),(3)は、設立者と同一の者については

省略。） 

(1) 履歴書 

(2) 就任承諾書 

(3) 身分証明書及び印鑑登録証明書 

 10 設立代表者又は理事長への就任を予定している者が、既に別の法人の理事長に就任

している場合は、その法人の直近年次の事業報告書及び決算書 

  11 施設建設関係書類 

(1) 施設建設計画書、建設図面及び施設建設費見積書 

(2) 設備整備計画書及び設備整備費見積書 

(3) 補助金等交付決定又は内定通知書 



(4) 建設自己資金関係書類 

   ア 建設自己資金贈与契約書 

    （寄附者が地方公共団体の場合は、確約書又は補助予定通知書） 

   イ 寄附者の身分証明書及び印鑑登録証明書 

    （寄附者が法人の場合は、基本約款、法人登記事項証明書（履歴事項全部証明書）、

社員総会等議事録及び決算書） 

   ウ 寄附者の所得証明書、納税証明書、資産証明書及び残高証明書 

(5) 借入金決定通知書 

(6) 借入金関係書類 

  ア 借入金償還計画書 

  イ 償還金贈与契約書 

   （寄附者が地方公共団体の場合は、確約書又は補助予定通知書） 

  ウ 寄附者の身分証明書及び印鑑登録証明書 

    （寄附者が法人の場合は、基本約款、法人登記事項証明書（履歴事項全部証明書）、

社員総会等議事録及び決算書） 

   エ 寄附者の所得証明書、納税証明書及び資産証明書 

(7) 基本財産編入誓約書 

(8) 施設長就任承諾書、施設長予定者履歴書及び施設長の資格を証する書類 

12 諸規程 

  管理規程、就業規則、経理規程、給与規程等 



第 2 号様式（第 3 条関係） 

 

法人設立登記及び財産移転完了届 

  
     （元号）  年  月  日   

 

須 賀 川 市 長 

 

 

 

                 住  所 

                 名  称 

                 代 表 者                           印 

 

 

 

年  月  日付け  第    号により法人設立認可のありました

このことについて、設立登記及び財務移転を完了しましたので、社会福祉法施行規

則第２条第４項の規定に基づき、関係書類を添えて報告します。 

 

添付書類 

 １ 法人登記事項証明書（履歴事項全部証明書） 

 ２ 不動産登記事項証明書（全部事項証明書） 

 ３ 財産目録 

４ 寄附受領書 

 ５ 残高証明書 

  （注）原本の写しを添付する場合は、理事長の原本証明（奥書証明）を行った

ものを添付すること。 



第 3号様式（第 3条関係） 

 

社会福祉法人定款変更認可申請書 

申 

請 

者 

主たる事務所の所在地  

ふりがな 

名称 
 

理事長の氏名                  印 

申請年月日 （元号）    年    月    日 

定 

款 

変 

更 

の 

内 

容 

及 

び 

理 

由 

内容 
理由 

変更前の条文 変更後の条文 

   

（注意） 

１ 用紙の大きさは、日本産業規格 A列 4 番とすること。 

２ 記載事項が多いため、この様式によることができないときは、適宜用紙（大きさは、日本産業規格 A

列 4番とする。）の枚数を増加し、この様式に準じた申請書を作成すること。 

  また、変更前の条文と変更後の条文を対比表とすることが困難な場合には、対比表の形式によらない

ことも差し支えないこと。 

３ この申請書には、社会福祉法施行規則第 3条第 1項各号に掲げる書類を添付するとともに、当該定款

変更の内容に応じ、同条第 2 項又は第 3 項に規定する書類を添付すること。 

４ 記名押印に代えて署名することができる。 



定款変更認可申請書添付書類 

第１ 作成上の留意事項 

 １ 正本 1部、副本 1部を作成すること。 

 ２ 原本（定款、予算書、決算書、議事録など法人書類）の写しを添付する場合は、理事長の原本

証明（奥書証明）をすること。 

 

第２ 添付書類 

添付書類は、この順序で編綴することとし、必要でない書類は、あらかじめ削除し、順次繰り

上げるものとする。 

 １ 全般的共通事項 

(1) 理事会議事録、評議員会議事録 

(2) 現行の定款 

(3) 変更後の定款 

  

２ 事業の追加（設置経営の場合） 

(1) 追加事業用財産の財産目録 

(2) 当該事業の第１年度事業計画及び収支予算書 

(3) 当該事業の第２年度事業計画及び収支予算書 

(4) 施設長就任承諾書、施設長予定者履歴書及び施設長の資格を証する書類 

(5) 建物建設関係の書類 

 ア 予算書又は決算書 

 イ 補助金等交付決定又は内定通知書 

 ウ 借入金決定通知書 

 エ 借入金関係書類 

  (ｱ) 借入金償還計画書 

(ｲ) 償還金贈与契約書 

（寄附者が地方公共団体の場合は、確約書又は補助予定通知書。） 

(ｳ) 寄附者の身分証明書及び印鑑登録証明書 

      （寄附者が法人の場合は、基本約款、法人登記事項証明書（履歴事項全部証明書）、社

員総会等議事録及び決算書。） 

(ｴ) 寄附者の所得証明書、納税証明書及び資産証明書 

   オ 建設資金贈与契約書、寄附者の身分証明書及び印鑑登録証明書 

   カ 残高証明書 

   キ 法人本部会計等決算書 

   ク 工事関係契約書、見積書及び領収書 

   ケ 不動産売買契約書 

   コ 不動産登記事項証明書（全部事項証明書） 

   サ 建築確認書 

   シ 図面 

(6) 法人に帰属しない不動産の使用権限を証する書類（ア～ウのうち該当するもの） 



  ア 地上権設定契約書及び地上権登記誓約書 

  イ 土地賃貸借契約書及び賃借権登記誓約書 

  ウ 建物賃貸借契約書 

  エ 賃借権など権利設定の登記がある場合は、不動産登記事項証明書（全部事項証明書） 

 

 ３ 事業の追加（受託運営の場合） 

  (1)  当該事業の第１年度事業計画及び収支予算書 

(2) 当該事業の第２年度事業計画及び収支予算書 

(3) 施設長就任承諾書、施設長予定者履歴書及び施設長の資格を証する書類 

(4) 受託事業の概要 

(5) 受託契約書 

(6) 公の施設の受託運営の場合は、当該施設の設置及び管理委託に関する事項を定めた条例等 

(7) 図面 

 

４ 事業の廃止 

(1)  事業廃止に関する具体的理由書 

(2) 事業廃止許認可書（届出受理書） 

(3) 廃止事業用財産目録 

(4) 財産目録記載財産の使途及び処分方法説明書 

 

５ 役員等の定数変更 

(1) 共通事項 

ア 定数変更理由書（ただし、申請書の理由欄に記入あれば不要。） 

(2) 就任予定者がいる場合（定数増） 

ア 就任予定者の履歴書 

イ 就任予定者の就任内諾書 

ウ 身分証明書及び印鑑登録証明書 

(3) 任期途中のため辞任を伴う場合は、退任予定者の辞任願（定数減） 

 

６ 資産の減少 

(1)  資産減少理由書 

(2) 減少する財産が不動産の場合は、不動産登記事項証明書（全部事項証明書） 

(3) 基本財産処分承認書 



第 4号様式（第 3条関係） 

 

社会福祉法人定款変更届 

届 

出 

者 

主たる事務所の所在地  

ふりがな 

名称 

 

 

理事長の氏名                  印 

届出年月日 （元号）    年    月    日 

定 

款 

変 

更 

の 

内 

容 

及 

び 

理 

由 

内容 
理由 

変更前の条文 変更後の条文 

   

 

 



定款変更届添付書類 

第１ 作成上の留意事項 

 １ この様式は、基本財産（ただし、基本財産の増加に限る。）、事務所所在地の変更、

登記簿の住所表示変更及び公告の方法の定款変更を行うときに使用すること。 

 ２ 原本（定款、予算書、決算書、議事録など法人書類）の写しを添付する場合は、理

事長の原本証明（奥書証明）をすること。 

 

第２ 添付書類 

添付書類は、この順序で編綴することとし、必要でない書類は、あらかじめ削除し、

順次繰り上げるものとする。 

 １ 全般的共通事項 

(1) 理事会議事録及び評議員会議事録 

(2) 現行の定款 

(3) 変更後の定款 

 

 ２ 基本財産の増加の場合 

(1) 財産目録 

(2) 不動産登記事項証明書（全部事項証明書） 

 

 ３ 事務所所在地の変更の場合 

(1) 法人登記事項証明書（履歴事項全部証明書） 

(2) 市において大字や字の表示が変わった場合は、住所表示変更証明書 

(3) 借用している場合は、事務所の使用権限証明書 



第 5号様式（第 3条関係） 

 

社会福祉法人理事長変更届 

届
出
者 

主たる事務所の所在地  

ふりがな 

名称 
 

理事長の氏名                   印 

届出年月日 （元号）    年    月    日 

内 

容 

変更前 変更後 任期 

   

 添付書類 

    １ 理事会議事録、評議員会議事録 

  ２ 理事長の就任承諾書、印鑑登録証明書、身分証明書、履歴書 

  ３ 法人登記事項証明書（履歴事項全部証明書） 

     （注）原本の写しを添付する場合は、新しく就任した理事長の原本証明（奥書証明）を行

ったものを添付すること。 



第 6号様式（第 3条関係） 

 

基本財産処分承認申請書 

申
請
者 

主たる事務所の所在地  

ふりがな 

名称 

 

 

理事長の氏名                    印 

申請年月日 （元号）    年    月    日 

基本財産処分の内容 

 

基
本
財
産
を
処
分
す
る
理
由 

 

処
分
物
件 

 

（注意） 

１ 用紙の大きさは、日本産業規格 A列 4 番とすること。 

２ 基本財産処分の内容欄には、処分の種類（売却、賃貸等）、処分の相手方（買主、借主等）、

処分の対価（売買価格、賃貸料等）を記載すること。 

３ 処分物件の欄には、処分する基本財産を具体的に記載すること。例えば、建物については、 

棟ごとに所在地、種類、構造及び床面積並びに申請時における具体的な用途を、土地につい

ては、筆ごとに、地目及び地積並びに申請時における具体的な用途を記載すること。 

４ この申請書には、次の書類を添付すること。 

（１）定款に定める手続きを経たことを証明する書類 

（２）財産目録 

（３）処分物件が不動産の場合は、その価格評価書 

５ この申請書の提出部数は、正本 1通、副本 1 通とすること。 

６ 記名押印に代えて署名することができる。 



基本財産処分承認申請書添付書類 

第１ 作成上の留意事項 

 １ 正本 1部、副本 1部を作成すること。 

 ２ 原本（定款、予算書、決算書、議事録など法人書類）の写しを添付する場合は、理

事長の原本証明（奥書証明）をすること。  

 

第２ 添付書類 

添付書類は、この順序で編綴することとし、必要でない書類は、あらかじめ削除し、

順次繰り上げるものとする。 

１ 全般的共通事項 

(1) 理事会議事録及び評議員会議事録 

(2) 定款 

(3) 財産目録 

 

 ２ 処分物件が不動産の場合 

(1) 不動産登記事項証明書（全部事項証明書） 

  (2) 不動産評価額証明書 

  

３ 当該不動産を売却する場合は、売却金の使途証明書 

  

４ 新たな施設建設に処分した資金を充当する場合 

(1) 当該施設に係る建設計画 

(2) 当該施設に係る資金計画 

  



第 7号様式（第 3条関係） 

基本財産担保提供承認申請書 

申
請
者 

主たる事務所の所在地  

ふりがな 

名称 

 

 

理事長の氏名                 印 

申請年月日 （元号）    年    月    日 

資金借入

れの理由 

 

借入金で

行う事業

の概要 

 

資金計画  

担保提供

に係る借

入金 

借   入  先  

借 入 金 額  

借 入 期 間  

借 入 利 息  

償 還 方 法  

償 還 計 画  

担保物件  

（注意） 

１ 用紙の大きさは、日本産業規格 A列 4番とすること。 

２ 記載事項が多いため、この様式によることができないときは、適宜用紙（大きさは、日本産業規格 A列 4

番とする。）の枚数を増加し、この様式に準じた申請書を作成すること。 

３ 償還計画の欄には、償還についての年次計画を記載するとともに、その償還財源を明記すること。 

４ 担保物件の欄には、担保に供する基本財産を具体的に記載すること。例えば、建物については、棟ごとに

所在地、種類、構造及び床面積並びにその具体的な用途を、土地については、筆ごとに所在地、地目及び地

積並びにその具体的な用途を記載すること。 

  なお、既に担保に供している物件をさらに担保に供するときは、その旨を附記すること。 

５ この申請書には、次の書類を添付すること。 

（１）定款に定める手続を経たことを証明する書類 

（２）財産目録 

（３）償還財源として寄附を予定している場合は、法人と寄附者の間の贈与契約書の写 

６ この申請書の提出部数は、正本 1通、副本 1通とすること。 

７ 資金借入れ以外の理由、基本財産を担保に供する場合には、この様式によらないで、適宜申請書（左横書

きとし、用紙は日本産業規格 A列 4番とする。）を作成すること。 

８ 記名押印に代えて署名することができる。 



基本財産担保提供承認申請書添付書類 

第１ 作成上の留意事項 

 １ 正本 1部、副本 1部を作成すること。 

 ２ 原本（定款、予算書、決算書、議事録など法人書類）の写しを添付する場合は、理事長

の原本証明（奥書証明）をすること。 

 

第２ 添付書類 

添付書類は、この順序で編綴することとし、必要でない書類は、あらかじめ削除し、順

次繰り上げるものとする。 

 １ 財産目録 

 ２ 定款 

 ３ 理事会議事録、評議員会議事録 

 ４ 担保物件の登記事項証明書（全部事項証明書） 

 ５ 資金計画関係 

(1) 資金計画書 

(2) 補助金等交付決定又は内定通知書 

(3) 自己資金の贈与契約書、寄附者の身分証明書及び印鑑登録証明書 

(4) 法人本部会計等の決算書 

(5) 借入金決定通知書 

 ６ 償還財源関係 

(1) 償還計画表 

(2) 償還財源贈与契約書 

(3) 寄附者の身分証明書、印鑑登録証明書、所得証明書 

 ７ 工事関係契約書、見積書、領収書、図面 

 ８ 事業計画書及び収支予算書 

 ９ 申請段階で他の負債がある場合は、他の負債の償還計画と償還財源 



第 8号様式の 1（第 3条関係） 

（表 面） 

社会福祉法人合併認可申請書（吸収合併） 

申 

請 

者 

甲 

主たる事務所の所在地  

ふりがな 

名称 

 

 

理事長の氏名                    印 

乙 

主たる事務所の所在地  

ふりがな 

名称 

 

 

理事長の氏名                    印 

申請年月日 （元号）    年    月    日 

合併する理由 

 

ふりがな 

合併により消滅する 

法人の名称 

 

合

併

後

存

続

す

る

法

人 

主たる事務所の所在地  

ふりがな 

法人の名称 

 

 

事 

業 

の 

種 

類 

社会福祉 

事業 

第１種 

 

第２種 

 

公益事業 

 

収益事業 

 

 



（裏 面） 

合 

併 

後

存

続 

す 

る 

法 

人 

資 

産 

純資産 

 

⑤－⑥ 

内        訳 

社会福祉事業用財産 
③公益事業 

用財産 

④収益事業 

用財産 

⑤財産計 

①＋②＋③

＋④ 

⑥負債 

①基本財産 
②その他 

財産 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

役 

員 

等 

※ 

 

理事 

監事 

評議

員の

別※ 

氏  名 

親族等

の特殊

関係者

の有無 

役員の資格等（該当に○） 他の社会福祉法人の

理事長への就任状況 

事業経

営識見 

地域福

祉関係 
管理者 

事業 

識見 

財務管

理識見 
有

無 
法人名 

引
き
続
き
役
員
等
と
な
る
者 

          

          

          

          

          

          

新
た
に
役
員
等
と
な
る
者 

          

          

          

          

          

          

※理事のうち、理事長については、○をつけること。 

（注意） 

１ 用紙の大きさは、日本産業規格 A列 4 番とすること。 

２ 記載事項が多いため、この様式によることができないときは、適宜用紙（大きさは、日本産業

規格 A列 4番とする。）の枚数を増加し、この様式に準じた申請書を作成すること。 

３ この申請書には、社会福祉法施行規則第 6条第 1項第 1号から第 4号までに掲げる書類を添付

すること。 

４ 記名押印に代えて署名することができる。 

 



合併認可申請書（吸収合併）添付書類 

第１ 作成上の留意事項 

 １ 正本 1部、副本 1部を作成すること。 

 ２ 原本（定款、予算書、決算書、議事録など法人書類）の写しを添付する場合は、理事長

の原本証明（奥書証明）をすること。 

 

第２ 添付書類 

添付書類は、この順序で編綴することとし、必要でない書類は、あらかじめ削除し、順

次繰り上げるものとする。 

 １ 合併する各法人に係る書類 

(1) 理事会議事録、評議員会議事録 

(2) 定款 

(3) 財産目録 

(4) 財産目録記載の不動産所有権移転登記証明書 

(5) 財産目録記載の不動産登記事項証明書（全部事項証明書）、不動産評価額証明書 

(6) 財産目録記載の什器備品明細書 

(7) 財産目録記載の残高証明書 

(8) 財産目録記載の有価証券の保有証明書 

(9) 財産目録記載の負債残高証明書 

(10) 財産目録記載の財産承継書類 

(11) 法人登記事項証明書（履歴事項全部証明書） 

(12) 当該年度における事業計画書、収支予算書及び仮決算書 

(13) 前年度における事業報告書及び決算報告書 

(14) 役員名簿、評議員名簿 

 ２ 合併後の法人に係る書類 

(1) 定款 

(2) 財産目録 

(3) 土地賃貸借契約書 

(4) 借地権設定登記契約書 

(5) 借地に係る土地登記事項証明書（全部事項証明書） 

(6) 当該年度における事業計画書、収支予算書 

(7) 次年度における事業計画書、収支予算書 

(8) 役員等予定者一覧表（役職、氏名、代表権の有無、婚姻関係及び親族関係） 

(9) 役員等予定者の履歴書及び就任承諾書 

 



第 8号様式の 2（第 3条関係） 

（表 面） 

社会福祉法人合併認可申請書（新設合併） 

申 

請 

者 

主たる事務所の所在地  

ふりがな 

名称 

 

 

理事長の氏名                 印 

設 立 事 務 

共同執行者 

住所  

氏名                 印 

主たる事務所の所在地 
 

 

ふりがな 

名称 

 

 

理事長の氏名                 印 

設 立 事 務 

共同執行者 

住所  

氏名                 印 

申請年月日 （元号）    年    月    日 

合併する理由  

合
併
に
よ
り
設
立
す
る
法
人 

主たる事務所の所在地  

ふりがな 

法人の名称 

 

 

事 

業 

の 

種 

類 

社会福祉

事業 

第１種  

第２種  

公益事業  

収益事業  



 

（裏 面） 

合
併
後
存
続
す
る
法
人 

資 

産 

純資産 

 

⑤－⑥ 

内               訳 

社会福祉事業用財産 
③公益事

業用財産 

④収益事業 

用財産 

⑤財産計 

①＋②＋③

＋④ 

⑥負債 

①基本財産 
②その他 

財産 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

役
員
等
と
な
る
べ
き
者 

理事 

監事 

評議

員の

別※ 

氏  名 

親族等

の特殊

関係者

の有無 

役員の資格等（該当に○） 他の社会福祉法人の

理事長への就任状況 

事業経

営識見 

地域福

祉関係 
管理者 

事業 

識見 

財務管

理識見 
有

無 
法人名 

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

          

※理事のうち、理事長については、○をつけること。 

（注意） 

１ 用紙の大きさは、日本産業規格 A列 4 番とすること。 

２ 記載事項が多いため、この様式によることができないときは、適宜用紙（大きさは、日本産

業規格 A 列 4番とする。）の枚数を増加し、この様式に準じた申請書を作成すること。 

３ この申請書には、社会福祉法施行規則第 6条第 1項第 1号から第 4号までに掲げる書類を添

付すること。 

４ 記名押印に代えて署名することができる。 



合併認可申請書（新設合併）添付書類 

第１ 作成上の留意事項 

 １ 正本 1部、副本 1部を作成すること。 

 ２ 原本（定款、予算書、決算書、議事録など法人書類）の写しを添付する場合は、理

事長の原本証明（奥書証明）をすること。 

 

第２ 添付書類 

添付書類は、この順序で編綴することとし、必要でない書類は、あらかじめ削除し、

順次繰り上げるものとする。 

 １ 合併する各法人に係る書類 

(1) 理事会議事録、評議員会議事録 

(2) 定款 

(3) 財産目録 

(4) 財産目録記載の不動産所有権移転登記証明書 

(5) 財産目録記載の不動産登記事項証明書（全部事項証明書）、不動産評価額証明書 

(6) 財産目録記載の什器備品明細書 

(7) 財産目録記載の残高証明書 

(8) 財産目録記載の有価証券の保有証明書 

(9) 財産目録記載の負債残高証明書 

(10) 財産目録記載の財産承継書類 

(11) 法人登記事項証明書（履歴事項全部証明書） 

(12) 当該年度における事業計画書、収支予算書及び仮決算書 

(13) 前年度における事業報告書及び決算報告書 

(14) 役員名簿、評議員名簿 

 ２ 合併後の法人に係る書類 

(1) 定款 

(2) 財産目録 

(3) 土地賃貸借契約書 

(4) 借地権設定登記契約書 

(5) 借地に係る土地登記事項証明書（全部事項証明書） 

(6) 当該年度における事業計画書、収支予算書 

(7) 次年度における事業計画書、収支予算書 

(8) 役員等予定者一覧表（役職、氏名、代表権の有無、婚姻関係及び親族関係） 

(9) 役員等予定者の履歴書及び就任承諾書 

(10) 委任状 



第 9号様式（第 3条関係） 

解散（認可・認定）申請書 

申 

請 

者 

主たる事務所の所在地  

ふりがな 

名称 
 

理事長の氏名                     印 

申請年月日 （元号）    年    月    日 

解散する理由 

 

資 

産 

純資産 

 

⑤－⑥ 

内               訳 

社会福祉事業用財産 
③公益事業 

用財産 

④収益事業 

用財産 

⑤財産計 

①＋②＋③

＋④ 

⑥負債 

①基本財産 
②その他 

財産 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

残 余 財 産 

 

処 分 方 法 

 

（注意） 

１ 用紙の大きさは、日本産業規格 A列 4 番とすること。 

２ この申請書には、社会福祉法施行規則第 5条第 1項第 1号から第 3号までに掲げる書類を添

付すること。 

３ 記名押印に代えて署名することができる。 



解散（認可・認定）申請書添付書類 

第１ 作成上の留意事項 

 １ 理事の３分の２以上の同意及び定款でさらに評議員会の同意を要するものと定めら

れている場合は、その同意をもって解散（認可）する場合に使用する。 

 ２ 目的たる事業の成功の不能によって解散（認定）する場合に使用する。 

 ３ 正本 1部、副本 1部を作成すること。 

 ４ 原本（定款、予算書、決算書、議事録など法人書類）の写しを添付する場合は、理

事長の原本証明（奥書証明）をすること。 

 

第２ 添付書類 

添付書類は、この順序で編綴することとし、必要でない書類は、あらかじめ削除し、

順次繰り上げるものとする。 

 １ 理事会議事録、評議員会議事録（解散、残余財産、役員等解任、精算人、署名人選

任） 

 ２ 定款 

 ３ 財産目録及び貸借対照表 

 ４ 財産目録記載の不動産登記事項証明書（全部事項証明書）、不動産評価額証明書 

 ５ 財産目録記載の什器備品明細書、什器備品評価証明書 

 ６ 財産目録記載の現金残高証明書 

 ７ 財産目録記載の有価証券保有証明書 

 ８ 財産目録記載の現金保管証明書 

 ９ 財産目録記載の負債残高証明書 

10 財産目録記載の残余財産帰属者への贈与契約書 

11 財産目録記載の残余財産帰属の贈与請書 

12 法人登記事項証明書（履歴事項全部証明書） 

13 役員名簿、評議員名簿 

14 当該年度仮決算書 

15 清算人就任内諾書 

  



第 10 号様式（第 3 条関係） 

 

解  散  届 

  
   （元号）  年  月  日   

 

  須 賀 川 市 長 

 

 

 

                住   所 

                名   称 

                清算人氏名                         印 

 

 

 

社会福祉法人        は、   年  月  日付けをもって解散しま

したので、社会福祉法第４６条第３項の規定に基づき、関係書類を添付して届け出

ます。 

 

作成上の留意事項及び添付書類 

 １ 定款に定めた解散事由の発生及び破産手続開始の決定によって、解散した場

合に使用する。 

 ２ 解散（認可・認定）申請書の添付書類に準じ残余財産の処分に関する書類を

添付する。 

 



第 11 号様式（第 3 条関係） 

 

清 算 結 了 届 

  
    （元号）  年  月  日   

 

  須 賀 川 市 長 

 

 

 

                住   所 

                名   称 

                清算人氏名                         印 

 

 

 

社会福祉法人        の清算について、   年  月  日結了しま

したので、社会福祉法第４７条の５の規定に基づき、残余財産の処分に関する書類

を添えて届け出ます。 

 

添付書類 

 解散（認可・認定）申請書の添付書類に準じ残余財産の処分に関する書類を添付

する。 

 



第 12号様式（第 3条関係） 

（表 面） 

社会福祉法人設立認可事前協議書 

設立者又は

設立代表者 

住所  

氏名                 印 

事前協議書提出年月日 （元号）    年    月    日 

社

会 

福

祉 

法

人

設

立

の

趣

意 

 

主たる事務所の所在地  

ふりがな 

法人の名称 

 

 

事 

業 

の 

種 

類 

社 会 

福 祉 

事 業 

第１種 

 

第２種 

 

公益事業 

 

収益事業 

 



（裏 面） 

資 

産 

純資産 

 

⑤－⑥ 

内          訳 

社会福祉事業用財産 
③公益事業 

用財産 

④収益事業 

用財産 

⑤財産計 

①＋②＋③

＋④ 

⑥負債 

①基本財産 
②その他 

財産 

 

円 

 

    円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

 

円 

役 

員 

等 

と 

な 

る 

べ 

き 

者 

理事 

監事 

評議員

の別※ 

氏名 
年

齢 

職業 

（職歴） 

親族等の

特殊関係

者 

役員の資格等（該当欄に○） 
他の社会福祉法

人の理事長への

就任状況 事業

経営

識見 

地域

福祉

関係 

管理

者 

事業 

識見 

財務

管理

識見 

有

無 
法人名 

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

            

※理事のうち、理事長予定者については、○を付けること。 

（注意） 

１ 定数 （理事）6人以上、（監事）2名以上、（評議員）理事の定数を超えた数 

２ 職業欄 現職を記入し、職歴がある場合は、（ ） 

 

 

 



法人設立認可事前協議書添付書類 

第１ 作成上の留意事項 

 １ 原本（定款、予算書、決算書、議事録など法人書類）の写しを添付する場合は、設

立者及び設立代表者の原本証明（奥書証明）をすること。 

 

第２ 添付書類 

添付書類は、この順序で編綴することとし、必要でない書類は、あらかじめ削除し、

順次繰り上げるものとする。 

 １ 添付書類目録 

 ２ 定款 

 ３ 設立発起人会議録 

 ４ 設立当初の財産目録  

 ５ 設立当初の財産が法人に帰属することを証する書類 

(1) 財産目録中の不動産、現金の贈与契約書 

（寄附者が地方公共団体の場合は、確約書又は補助予定通知書） 

(2) 寄附者の身分証明書及び印鑑登録証明書 

（寄附者が法人の場合は、基本約款、法人登記事項証明書（履歴事項全部証明書）

及び社員総会等議事録） 

(3) 寄附者の所得証明書、納税証明書、資産証明書及び残高証明書 

(4) 贈与不動産に係る不動産登記事項証明書（全部事項証明書）、不動産の評価額証明

書及び所有権移転登記確約書 

(5) 贈与物件に付随する負債の引き受けを証する書類 

 ６ 法人に帰属しない不動産の使用権限を証する書類 

(1) 地方公共団体の貸与確約書 

(2) 地上権設定契約書及び地上権登記誓約書 

(3) 土地賃貸借契約書及び賃借権登記誓約書 

(4) 不動産登記事項証明書（全部事項証明書） 

(5) 農地転用許可書 

 ７ 設立当初の会計年度及び次会計年度の事業計画並びに収支予算書 

 ８ 設立者に関する書類 

(1) 履歴書 

(2) 身分証明書及び印鑑登録証明書 

(3) 法人設立代表権限委任状 

 ９ 役員等就任予定者に関する書類（ただし、(1),(3)は、設立者と同一の者については

省略。） 

(1) 履歴書 

(2) 就任承諾書 

(3) 身分証明書及び印鑑登録証明書 

 10 設立代表者又は理事長への就任を予定している者が、既に別の法人の理事長に就任

している場合は、その法人の直近年次の事業報告書及び決算書 

  11 施設建設関係書類 

(1) 施設建設計画書、建設図面及び施設建設費見積書 

(2) 設備整備計画書及び設備整備費見積書 

(3) 補助金等交付決定又は内定通知書 

(4) 建設自己資金関係書類 



   ア 建設自己資金贈与契約書 

    （寄附者が地方公共団体の場合は、確約書又は補助予定通知書） 

   イ 寄附者の身分証明書及び印鑑登録証明書 

    （寄附者が法人の場合は、基本約款、法人登記事項証明書（全部事項証明書）、社

員総会等議事録及び決算書） 

   ウ 寄附者の所得証明書、納税証明書、資産証明書及び残高証明書 

(5) 借入金決定通知書 

(6) 借入金関係書類 

  ア 借入金償還計画書 

  イ 償還金贈与契約書 

   （寄附者が地方公共団体の場合は、確約書又は補助予定通知書） 

  ウ 寄附者の身分証明書及び印鑑登録証明書 

    （寄附者が法人の場合は、基本約款、法人登記事項証明書（全部事項証明書）、社

員総会等議事録及び決算書） 

   エ 寄附者の所得証明書、納税証明書及び資産証明書 

(7) 基本財産編入誓約書 

(8) 施設長就任承諾書、施設長予定者履歴書及び施設長の資格を証する書類 

12 諸規程 

  管理規程、就業規則、経理規程、給与規程等 

 



第13号様式（第4条関係） 

 

 

 

社会福祉法人設立認可審査書 

定款について 

 

事
業
に
つ
い
て 

社会福祉事業 

 

公 益 事 業 
 

収 益 事 業 
 

資産について 

 

理事・監事、評議員に

ついて 

 

その他 

 

総括的意見 

 

 

（元号）  年  月  日 

 

職名 

               氏名 

 

法人名  



 
第14号様式（第4条関係） 

 

 

 

社会福祉法人定款変更認可審査書 

変更手続について 

 

事業について 

 

資産について 

 

理事・監事、評議員に

ついて 

 

その他 

 

総括的意見 

 

 

（元号）  年  月  日 

 

職名 

            氏名 

 

法人名  



 

第15号様式（第4条関係） 

 

 

 

基本財産処分承認審査書 

処分物件 

 

基本財産処分の 

必要性 

 

その他 

 

総括的意見 

 

 

（元号）  年  月  日 

 

職名 

       氏名 

 

法人名  



 
第16号様式（第4条関係） 

 

 

 

基本財産担保提供承認審査書 

担保物件 

 

基本財産担保 

提供の必要性 

 

償還計画 

 

その他 

 

総括的意見 

 

 

（元号）  年  月  日 

 

職名 

            氏名 

 

法人名  



 
第17号様式（第4条関係） 

 

 

 

社会福祉法人合併認可審査書 

定款について 

 

合併手続について 

 

資産について 

 

理事・監事、評議員に

ついて 

 

その他 

 

総括的意見 

 

 

（元号）  年  月  日 

 

職名 

            氏名 

 

法人名  

 



 
第18号様式（第4条関係） 

 

 

 

解散（認可・認定）審査書 

解散手続について 

 

残余財産の 

帰属者について 

 

その他 

 

総括的意見 

 

 

（元号）  年  月  日 

 

職名 

            氏名 

 

法人名  



第 19号様式（第 4条関係） 

須賀川市指令文書記号第   号 
 

        住 所              
法 人 名              
設立代表者              

 
社会福祉法人設立認可書 

 （元号）  年  月  日付けで申請のあった社会福祉法人（法人名）の

設立については、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第３２条の規定によ

り、認可します。 
 

（元号） 年  月  日 
 

須賀川市長                



第 20号様式（第 4条関係） 

須賀川市指令社第   号 
 

          須賀川市 
 社会福祉法人 

 
社会福祉法人定款変更認可書 

 令和 年 月 日付けで申請のあった社会福祉法人定款変更については、社

会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第４５条の３６第２項の規定により、認

可します。 
 
令和 年 月  日 

 
須賀川市長 橋本 克也 

 



第 21号様式（第 4条関係） 

 文書記号 第   号  
（元号）年 月 日  

社会福祉法人（法人名） 
理事長 （氏名） 様 

 
須賀川市長             

 
社会福祉法人基本財産処分承認書 

 （元号）  年  月  日付けで申請のあったこのことについては、別紙

内容のとおり承認します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（事務担当）所属 職名 氏名 電話           



第 22号様式（第 4条関係） 

文書記号 第  号  
（元号）年 月 日  

社会福祉法人（法人名） 
理事長 （氏名） 様 

 
須賀川市長             

 
社会福祉法人基本財産担保提供承認書 

（元号）  年  月  日付けで申請のあったこのことについては、別紙内

容のとおり承認します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（事務担当）所属 職名 氏名 電話         



第 23号様式の１（第 4条関係） 

須賀川市指令文書記号第   号 
 

           所在地              
名 称              

 
社会福祉法人合併認可書（吸収合併） 

 （元号）  年  月  日付けで申請のあった社会福祉法人吸収合併につ

いては、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第５０条第３項の規定により、

認可します。 
 

（元号）  年  月  日 
 

須賀川市長                



第 23号様式の 2（第 4条関係） 

須賀川市指令文書記号第   号 
 

           所在地              
名 称              

 
社会福祉法人合併認可書（新設合併） 

 （元号）  年  月  日付けで申請のあった社会福祉法人新設合併につ

いては、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第５４条の６第２項の規定に

より、認可します。 
 

（元号）  年  月  日 
 

須賀川市長                



第 24号様式（第 4条関係） 

須賀川市指令文書記号第   号 
 

           所在地              
名 称              

 
解散認可書 

 （元号）  年  月  日付けで申請のあった社会福祉法人解散について

は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第４６条第２項の規定により、認

可します。 
 

（元号）  年  月  日 
 

須賀川市長                



第 25号様式（第 4条関係） 

須賀川市指令文書記号第   号 
 

           所在地              
名 称              

 
解散認定書 

（元号）  年  月  日付けで申請のあった社会福祉法人解散について

は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第４６条第２項の規定により、認

定します。 
 

（元号）  年  月  日 
 

須賀川市長                
 



第 26号様式（第 4条関係） 

 
 

社会福祉法人（認可・承認）申請処理簿 

（注）この様式は、法人からの申請書を受領した場合に整理するものとする。 

 

整理 

番号 

認可・承認 

申請法人名 
代表者氏名 申請内容 

処理年月日 法人 
台帳 
記帳 
済印 

申請書 

受理 
起案 

認可 

承認 

認可書 

等送付 

        

 

        

 

        

 

        

 

        

 

        

 

        

 

        

 

        

 

        

 



第 27号様式（第 4条関係） 

 
 

社会福祉法人届出処理簿 

（注）この様式は、法人からの届出書を受領した場合に整理するものとする。 

 

整理 

番号 
届出法人名 代表者氏名 届出の内容 届出年月日 

法人台帳 
記帳済印 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      



第 28号様式（第 4条関係） 

番号  

 

社会福祉法人台帳 
 

作成年月日    

  

（元号）  年  月  日 

        

ふりがな 

名称 

 

 

TEL（     －     －     ） 

事務所の所在地  所管事務所  

理事長 
氏名 就任年月日 住所 職業 備考 

     

設立年月日 （元号）  年  月  日 設立登記年月日 （元号）  年  月  日 

役員等の定数 理事 (  ) 監事 (  ) 評議員 (  ) 

事業 

社会福祉事業 

 種類及び名称 所在地 
事業の 

開始年月日 
定員 

第
１
種 

    

第
２
種 

    

事業の概要 事業の開始年月日 

公益事業  （元号）  年  月  日 
収益事業  （元号）  年  月  日 

基本財産 

 
担保提供の 

承認状況 

 

解散及び 

清算理由 

 

記事 

 

        

理事・監事 

役職名 氏名 就任年月日 職業 備考 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

評議員 

     

     

     

     

     

     

     

     

 


